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   09:15 〜    09:45

[1D01]

Asset Performance Management（ APM）システム
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   13:15 〜    13:30

[1D10]

常圧蒸留装置の塔頂系配管における材質検討

○安藤 貴紘1 （1. 富士石油株式会社　袖ケ浦製油所　工務

部　工務技術課）

   13:30 〜    13:45

[1D11]

産業用ボイラの熱疲労事例と信頼性向上のための取

り組み

○田中 順也1 （1. 出光興産㈱生産技術センターエンジニア

リング室）

   13:45 〜    14:00

[1D12]

設備保全

設備保全(5)[1D13-15]
座長:城戸 康宏(ENEOS(株))
14:15 〜 15:00  D会場 (函館アリーナ 武道館C)

製油所における事故事例情報の活用について

○大田 能孝1 （1. コスモ石油株式会社）
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デジタルツイン環境下での次世代プラント運転・ 

保全分野におけるロボティクス技術の展開   

(千代田化工建設デジタルトランスフォーメーション本部) 〇井川
い か わ

 玄
しずか

 

 

1. はじめに 

 

石油・化学プラント業界では、設備の高経年化や人

材不足等への対応策として『スマート保安』(デジタル

化)が業界で推進されており、今後、更に進展してい

くことを期待している。 

しかし、今回のデジタル化での変革は従来の IT 導

入等での効率化改善とは全く異なる。仮想プラント

であるデジタルツインをベースにしたロボティクスを活用

することでこそ、プラント業界で長年大きな課題であっ

た問題の解決をもたらすという、デジタルトランスフォー

メーション(DX)が近い将来に実現されると予想して

いる。 

 

2. 石油・化学プラントでの現状課題とデジタル化 

 

石油・化学プラントでは、設備の高経年化や保安人

材の不足等の業界を渡っての課題解決を目指すべ

く、経済産業省・保安課が旗を振り、業界全体を渡

ってのスマート保安(デジタル技術活用)に基づく『保

安エコシステム』の構築を目指して推進を行ってき

た。 

 

図-1：民のアクションプラン 

（スマート保安技術の導入などの 

共通テンプレート） 

 

更に昨年、新たに『スマート保安官民協議会』が発

足され、その下で更なるスマート保安推進に向けて、

官民アクションプランが策定された。特にスマート化の

進捗を示す共通テンプレートが作成されたことが画期

的であり、業界全体としてのスマート化が更に促進さ

れるものと期待している。 

 

3.プラントへのデジタル技術の活用 

3.1 プラントへの AI/IoT 等のデジタル技術と高度

なエンジニアリング技術の活用 (エンジニアリングソリ

ューション) 

 

千代田化工は新たな AI 技術の一つである深層学

習（ディープラーニング）のプラント分野での活用を

進めてきた。特に AI とシミュレータの連携技術による

プラントへの活用等でプラント業界に多大な貢献が

出来ると考えている。 

 

 

図-2：千代田化工建設の 

エンジニアリングソリューション 

 

プラントに AI やデジタル技術を活用する為には、高

度なエンジニアリング技術が必須である。千代田化

工はプラント EPC、つまり設計・調達・建設工事で

培った総合エンジニアリング技術と、長年培ってきた

様々な高度解析技術に、最新の AI・IoT・デジタル

技術を融合することで、プラント状態を新たに『見える

化』や『数値化』することが可能になり、従来成し得

なかったレベルでの『予測』や『最適化』が出来るよう

になった。 
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3.2 IoT センサーフュージョン技術 

 

プラントではベテランオペレーターが現場を巡回監視

することで、その研ぎ澄まされた五感を働かせ、事前

に異常を検知したりしている。従来はこのベテランオペ

レーターによる現場巡回監視に置き換えが可能な、

計測器やセンサーがなかった。 

しかし、千代田化工が提唱する IoT の一つであるセ

ンサーフュージョン技術により、この壁を破り、ブレーク

スルーを実現する時代が来たが、ロボティクス活用に

おいても非常に重要な技術となり、今後急速に需要

が高まると予想している。 

 

4. 仮想プラント、デジタルツイン、CPS 

4.1 3D 保安高度化プラットフォーム 

 

千代田化工は、2017＆2018 年度に、国内製油

所殿の御協力の元、NEDO 委託事業を推進し、

3D 保安高度化プラットフォームを構築した。3D プラ

ントモデル上に全ての機器・配管・計器番号や検査

箇所番号などを明示し保全・検査・機器図面などの

既設データ管理システムと連携することで、プラントデ

ータ統合を実現出来る事を実証した。 

 

 

図-3：3D 保安高度化プラットフォーム 

(NEDO 委託事業) 

 

4.2 デジタルツイン環境下での次世代プラント操業 

 

多くのプラントでは DCS や PLC での制御監視が行

われ、かつプラント時系列データ収集システムでデー

タが収集されているが、それでも未だプラント全体の

一部分のデータ収集にしか過ぎない。 

データシート・設計関連図書・運転日誌・保全検査

データなどのテキストや図面データも全てデジタル化さ

れて統合されることも必須だからである。一方、現場

指示計など画像読み取りからのオンラインデータ化し

てのデータ統合も必要となる。 そして、それらの全デ

ータや情報を、(用途に合わせてコストミニマムでの)ハ

イブリッド 3 次元モデルを中心にして、オンライン化し

た一つのデータベースに統合化すること(Data Lake

の構築)が求められる。 

次に、統合データを AI が分析して予測や最適化で

の保安・保全・生産性の向上をもたらす。また AI 活

用をするに当たり、実プラントからの操業運転データ

だけでは不足する場合(幅広い全運転ケースのデー

タが必要な為)には、シミュレータを適用して得ること

が出来る膨大なデータを AI 学習に活用することも必

要である。 

一方、オペレーターによる現場での巡回監視を行う

場合の高度支援では、前述した IoT の一つであるセ

ンサーフュージョン技術での『見える化』がなされた現

場監視データが、統合データベースに取り込まれる必

要がある。 

 

 

図-4：千代田化工が持つデジタル技術を活用した

仮想プラント、デジタルツインの構築 (例) 

 

5. プラントにおけるロボティクス活用の可能性 

5.1 プラント・ライフサイクルでのロボティクス活用 

 

プラント操業(運転・保全)フェーズでは、日々の運

転・保全での巡回点検での監視主体業務は、現場

での全作業時間の大半を占めるであろう。また、プラ

ント現場環境(配管や機器など)としては、(一部の

仮設設置物を除いて)原則として全てプラント設計
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通りに常に固定されており、人のアクセス用にスペース

も十分であるので、ロボットの自律移動に適した外部

環境といえる。 

なお、プラントでのロボティクス活用への要望としては、

恒常的な作業に加え、プロセスの漏洩や火災などの

緊急時に現場に急行してでの対応をも行うという、デ

ュアルユース仕様となる。 

 

5.2 京大とのプラントでのロボティクス活用検討 

 

上記の経緯から、弊社は京都大学・松野研究室と

プラントでのロボティクス活用での共同研究を進めて

きた。長年京大松野研で研究開発を進めてきた災

害時のレスキューロボットをプラント運転操業におい

て、恒常的な自律巡回監視と、緊急時対応のデュ

アルユース活用を目指している。 

 

 

図-5：京大とのプラントでのロボティクス活用検討 

 

5.3 プラントでのロボティクス活用での技術課題 

 

京大とのロボティクス活用に関する共同研究を進め

ていく中で、将来多くのプラントでロボティクスが一般

的に自律巡回監視用に活用される為の技術課題

を検討し、課題テーマとして大きく以下の３つにまとめ

た。 

① ロボット本体のハードおよび操作コントロール 

② (ロボットに搭載する) センシング技術 

③ (ロボティクス活用の為の)仮想デジタル環境 

 

上記の①については、ロボットの外部環境認識とシ

ステムとによる自律動作可能や、防爆・防水等の環

境への対応、またバッテリー交換、複数ロボット連携

等の研究開発が必要である。 

次に②のロボットに搭載する前述した弊社センサーフ

ュージョン技術をロボットに搭載していく必要がある。 

最後の③では、ロボット自律巡回監視や操作、また

緊急対応の為にも、前述した仮想プラントのデジタル

環境(デジタルツイン)が構築＆整備されていることが

必須である。 

前述した通り、様々なデジタル技術や新たなエンジニ

アリング技術を活用して構築した仮想プラント、デジ

タルツインが構築された環境下で、センサーフュージョ

ン技術を搭載したロボットが、仮想プラントの AI から

の指示を得て、リアルなプラントでの自律巡回監視や、

現場操作(手動弁など)が可能になる。この時点で、

ロボティクスを活用したデジタルツイン環境下での次

世代プラント操業の実現に大きく近づことになる。 

 

6. プラントにおける長年の課題からの DX での脱却 

 

多くのプラントは老朽化しており、新規投資でのデジ

タル化ハード増設、つまり IoT センサーの新設などは

到底出来ないというプラント事業者の声が多い。老

朽化したプラントでは、いつ、どこで、どんなトラブルが

起こるか？は判らなく、全ての箇所に新規 IoT セン

サーを設置する事は困難とのことである。 

しかし『デジタルツイン環境下におけるロボットによる自

律巡回監視』を行う事で本課題の解決が可能と考

えている。 

従来は、新たな『固定』センサーを現場に多量に設

置しなくとも、ベテランオペレーターの五感と経験によ

る日々の巡回監視により、異常を察知＆予知して

対応出来ていたのである。よって、それを仮想プラント

環境下でのロボティクス活用に置き換えれば、常に

最新の IoT センサーフュージョン技術でプラントの安

全を確保し、更にデジタルツイン上の AI との連携で

運転・保全を最適化することが可能になる。 

現在、スマートフォンは、世界中での多くの人に様々

な使われ方をしているが、ハードとしてはシンプルで高

性能・高信頼性を誇る。これと同様に、プラント自律

巡回監視ロボットは、ロボット本体のハードとしての基

本型が開発されれば、世界中のどこのプラントでもハ

ードとしては共通で使えることになる。 

そして、スマートフォンの価値を最大化しているのは、

膨大な数にのぼる様々な用途目的でのアプリであり、
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かつ通信でコネクトされるサイバー上の様々なデータ

やネットワークであるが、それはプラントで言えば、まさ

に仮想プラント、デジタルツインの『ソフト』としての充

実度に依存するものである。 

 

一方、プラント事業者が望むのは、プラントでのロボッ

ト活用において、毎年世の中で新たなデジタル技術

がリリースされる中で、ハード更新の為の莫大な費用

の負担を無くしつつ、しかし常に最新のデジタル技術

の恩恵を継続的に受けたいという願いがある。 

よってコンビナート周辺では、ロボット・リース事業を展

開する新たなビジネスがあらわれるであろう。また単に

ロボットのリースのみならず、ロボットが行う作業(操業

監視の一部や保全点検)自体を請け負う新たな企

業の参入もあるかもしれない。 

また前述したデジタルツイン環境も、千代田化工とし

ては『ソフト』としてのサブスクリプション型の使用契約

とすることを考えている。 よってユーザに提供するソフ

ト技術は常に最新にアップデートされていることを約

束するサービスとしていきたい。 

つまりプラント事業者側としては、プラントの新たなデ

ジタル化においては、従来からの現場機器や DCS シ

ステム等のハード購入＆使用での更新時期決定と、

更新に掛かる莫大なコストや定修工事計画に悩まさ

れることがなくなるという、新たな時代を迎える。つまり

プラント業界の DX が起こると予想している。これは

欧米を中心に近年検討が進められてきているプラン

ト業界での制御監視システム周りでのオープン化へ

の動きにより更に拍車が掛るものと考えている。 

なお、これはテスラ車が自動車業界に引き起こした

DX のプラント版ともいえるものである。 

 

 

図-6：プラント・デジタル・ツインを実現した次世代プラント操業の姿 

 

テスラ車のコンセプトは『ソフトのためにハードウェアが

ある概念』という斬新なものである。多くの機能をクラ

ウド上でのソフトウェアのアップデートにより実装し、実

車の買い替え = ハードウェアの入れ替えをしなくて

も、性能アップが図られるということである。 よってテ

スラ車の車内操作ではハンドル、アクセル、ブレーキ

以外の操作は、殆ど全てが約 A3 縦型のディスプレイ

１つだけでの操作になる。 
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つまり、これがプラント業界においては、『ハード』であ

る IoT センサーやケーブル、そしてシステムキャビネット

をプラント内に『固定』設置することが原則であるとい

う従来の常識(or文化)が、ベテランオペレーターの代

替となるロボットの運用に置き換わる。高度なセンサ

ーを搭載し、仮想プラント、デジタルツイン上の AI ソ

フトにより操作されるロボットがプラント内を常に自由

に動き回ることで、従来の『固定されたハードから柔

軟なソフト化』へと、プラント業界においても考え方が

根底から大きく変わっていくものと考える。 

 

7．おわりに 

 

図-6 は、様々なデジタル技術を活用した次世代の

石油化学プラント操業の姿はどういったものになるの

かを示している。 

デジタルツイン環境下でのロボティクスを活用した次

世代プラント操業において、プラント事業者は下請け

業者、各ベンダー、また官庁等の関連ステークホルダ

ーとデジタルでの深い相互連携が一層進むであろう。 

また近い将来には従来コストセンターであったプラント

各事業所が、カーボンニュートラルの流れも合間って、

プロフィットセンターに変革していくことになると予想さ

れる。更にこうした DX 化が行われた企業グループ同

士での新たなデジタルビジネスが醸成される流れとな

り、次世代の Digital Economy が生まれてくるもの

と予想している。 

 

デジタルツインとは 2011 年頃に NASA が航空機等

の保全の最適化等の目的で提言したものだが、真の

狙いは PDCA サイクルを回す事にあるとのこと。つまり

デジタルツイン上での膨大なトライアルを経て、その結

果のデータ分析から、新たな航空機等の設計に反

映していくということである。 

つまりプラントでロボティクス活用が進む事で、プラント

運転操業での現場での無人化が実現可能となるな

らば、プラントの基本設計概念そのものが大きく変わ

ってくる。人間主体の現場オペレーションから、ロボティ

クス活用によるオペレーションを行うプラント設計にな

ることは、プラント建設の為のコスト＆スケジュールが

大幅に削減可能になり、カーボンニュートラル時代に

向けた画期的で新たなプラント建設の推進に拍車が

掛かるであろう。 

これが、将来に向けたロボティクス活用による真のプラ

ント DX への期待である。 
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Asset Performance Management （APM）システム導入に向けた Feasibility Study 
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1. はじめに 
当社では、製油所における運転パフォーマンス最

大化、設備パフォーマンス最大化、稼働率向上を目
的として、設備信頼性向上施策に取り組んできた。
設備信頼性向上施策の近年の主な取り組みとして、
設備管理領域の世界標準のツールとして評価されて
いる Asset Performance Management (APM)システ
ムの導入に向けた Feasibility Study(FS)を実施し
た。今回は、その FS を通して得られた APM 導入
によるメリットや今後の可能性について紹介する。 

 
2. FS 実施背景 

当社では、2017 年度より保全業務 PDCA サイク
ルを確立するべく保全マネジメントシステム
(EAM/CMMS の高度活用)を導入し、設備保全工
事の基幹ツールとして活用を進めてきた(図 1 参
照)。しかしながら、さらなる稼働率向上・コスト
競争⼒強化を目指す中で、保全分析〜保全戦略策定
プロセスにおいて、リスク評価の客観性の担保、運
転・保全データの分析等、膨大なデータのヒト・
Excel による管理限界といった課題が存在してい
た。これら課題のソリューションとして期待される
APM システムの導入効果を見極めるため、今回の
FS を実施するに至った。 

 
図 1 保全業務の PDCA サイクル 

 
 

3. APM による保全業務の改善効果 
保全分析〜保全戦略策定プロセスにおいて、

APM により以下の改善効果が期待できる。 
(1) 分析・改善 

  膨大な保全・運転データの自動連携 
  自社基準及び世界標準の技術情報参照に

よる寿命評価精度向上 
(2) リスク特定・統制 

  製油所内の全設備の一元管理 
  システムによるリスク評価にて属人性排

除 
(3) 保全戦略策定 

  リスクに応じた保全スコープの優先順位
付け 

また、今回の FS では図 2 に示す通り、一例とし
て実際に起きた過去の不具合事例を基に APM 活用
案の検証も行った。その結果、APM のリスク緩和
策の管理や運転パラメータ監視等の機能により不具
合発生リスク低減の可能性が示唆された。 

 
図 2 不具合事例に対する APM 活用案 

 
4. 今後の取り組み 

今回の FS を通して、APM は保全分析〜保全戦
略プロセスにおける現状課題の改善に有効であり、
結果として装置稼働率向上、コスト競争⼒強化、業
務効率化等に繋がることが見えてきた。今後、当社
製油所に順次展開を計画中である。 
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図 1 情報連携プラットフォームのイメージ 

  設備管理のためのデジタルツイン導入 
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１．はじめに 

昨今、石油精製プラントは、設備の老朽化、連続

運転の長期化、また世代交代の難しさなどの厳しい

環境におかれている。その中でも設備の信頼性を向

上させる対策のひとつとして、当社ではデジタル技

術の活用が有効と考え、幅広く検証・導入を行って

いる。 

今般、この取り組みの一環で、情報連携の仕組み

を検証しその有効性を確認したため、その内容につ

いて報告する。 

 

２．取り組みの概要 

一般的な設備管理業務では、プラントの設計図書

や検査・工事履歴、現在の運転情報などの様々なデ

ータを用い、エンジニアが知識・経験に基づき総合

的に判断し、補修計画等を立案している。しかしな

がら、手書き文書を含む膨大なデータの整理や、熟

練エンジニアの技術伝承は非常に労力がかかり、抜

本的な対策が急務となっていた。 

これに対し、一連の業務に関わるデータをコンピ

ュータ上で集約し、加えてデジタル技術を用いて知

識・経験を形式知化することにより、設備管理業務

の質を向上できると考えた。ENEOSではこれを設備

管理のためのデジタルツインと定義し、様々なデジ

タル技術の検討を開始した。 

そして、まずはデータの集約方法の立証のため、

3D点群ビューワを用いた情報連携プラットフォー

ム(図1)のプロトタイプを構築し、検証を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．プロトタイプ構築の流れ 

 プラントに関するデータは膨大であり、また業務

も多岐に渡るが、その中で効率的に構築作業を行う

ため、主要業務シナリオの作成と関連データの洗い

出しを行い、要件定義を行った。また、各種機能お

よびインターフェースの設計においてはデザイン

スプリントという手法を用い、ユーザーの評価を反

映しながら改良を繰り返していくことで、使いやす

さを高めていった。 

 

４．検証結果と考察 

 プロトタイプ構築後、全45個の業務シナリオを例

に、ユーザーが実際にプラットフォームを操作し、

その機能検証と有効性の評価を行った。その結果、

業務効率化の面において文書検索機能等が有効で

あり、担当業務によっては1日1時間以上の削減が見

込まれることがわかった。加えて、プラットフォー

ム、特に3D点群ビューワが「作業計画の精度向上」

に有用であるという回答が評価者の8割以上から得

られ(図2)、現場作業不備起因のトラブル削減へ寄

与する可能性があることも確認できた。 

 

 

 一方で、連携する文書のデジタル化、点群データ

取得・維持にかかるコストや業務負荷の高さなども

明らかになったため、今後はコスト削減や導入作業

効率化のための技術革新を図る必要がある。 

  

５．おわりに 

 本取り組みにより、情報連携プラットフォーム活

用が設備管理業務の効率化ならびトラブル削減へ

繋がることが明らかになった。今後は本格的な導入

に向けてさらなる取り組みを進めていく。 

 また、設備の信頼性の追求には情報連携のみなら

ず、それらのデータを活用した業務改善を図ること

が重要であり、合わせて検討を行っていく。 

設備リスクの可視化

設備の理解度向上

現場状況共有の円滑化

施工リスクの抽出

予算精度の向上

作業計画の精度向上

はい 
いいえ 

図 2 アンケート結果 

プラットフォームが各業務の改善に繋がるか 

操業情報 3D 点群 図面 

 

プラントの各種データ 

コンピュータからアクセス 

情報連携プラットフォーム 

関連操作数 
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１．緒言 

広域における可燃性ガスを可視化し常時監視する

固定防爆システム「GMC1」について2015年に2019

年には可搬性を有するポータブル機である「GMP01」に

ついてなど、随時、報告を行ってきた。 

今回、広域を監視できるシステムである「GMT１」の

開発を行ったので報告する。併せて、広域監視による

状態監視を行う上での課題を抽出し、対策案も検討

したので報告する。 

 

2．システム概要「GMT1」 

 従来の固定防爆仕様の「GMC1」、ポータブルタイプ

の「GMP01」に加え首振り機構を有するパンチルトタイ

プの「GMT1」をラインナップに加えた。 

光学的な構成は従来機と同じものを採用することで

これまで蓄積してきた画像処理技術をそのまま活用で

きる仕様となっている。システムはカメラ部と制御 Box、

計器室など監視を行う部屋に設置する制御表示 PC

から構成されている。 

       

図.1 ポータブル機「GMT1」外観 

 

3．特徴 

従来の固定防爆機では、実績ベースで 400m先

のガス漏えいが可視化できるという特長はあるが設置

後、アングルの変更が出来ず、監視範囲が限定される

という特徴があった。一方、IoT 導入に向け、経済産

業省の旗振りで、危険エリアの見直しのガイドラインが

出されるなど、非防爆機器の導入の流れが生まれつつ

ある。そこで、非防爆対応ではあるものの、首振り機構

を有する事で、より広域の監視を可能にするシステムの

開発を行った。 

監視エリアの設定については、カメラと設備の位置関

係を念頭に置いて、だれでも簡単に設定できるよう、専

用の U/I を開発した。また、自動巡回しているカメラが

どちらの方向を向いているのかを示す事も可能にし、カメ

ラの映像と実際のプラントの状況を把握しやすくする工

夫も施した。 

 

図.2 カメラの撮影方向が分かり易い U/I 

 

4． 状態監視を行う上での課題 

 これまで開発してきた、固定防爆システムの運用よ

り、実施上での課題が明らかになった。 

即ち、監視対象の異常について許容できないレベル

が一義的に定義することが非常に難しいという事である。

この原因の一つはプラント毎に異なる事情と、プラントの

運転状態に応じて、判断基準が変化するからである。 

 

5． 課題解決に向けて 

 上記課題に対する解決には、各プラントの特性や運

転状態などの情報を状態監視するシステムにフィードバ

ックするシステムを構築した。具体的には、システムが異

常を発見したエリアを統計的に分類し、ユーザーとの会

話を通じ、異常と判断する/しないを学習する仕組みを

構築した。これにより、異常検知の感度を高めながら、

過剰な検知を回避する事が可能となった。 

広域ガス監視システムの高度化 

（コニカミノルタ(株)）○都築
つ づ き

 斉一
せいいち
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設備保全

設備保全(3)
座長:平子 雅浩(出光興産(株))
2021年11月11日(木) 10:45 〜 11:45  D会場 (函館アリーナ 武道館C)
 

 
回転機の状態監視システム導入と FFT解析ツールの活用 
○領家 清人1 （1. 東亜石油株式会社） 

   10:45 〜    11:00   

往復動圧縮機の容量調整として電気式リバースフロー方式（ eHydroCOM
System)の導入について 
○新谷 修司1 （1. 富士石油株式会社） 

   11:00 〜    11:15   

大容量リチウムイオン畜電池システム・高圧瞬低補償装置のご紹介 
○佐川 輝政1 （1. 東芝三菱電機産業システム株式会社） 

   11:15 〜    11:30   

受電設備更新工事の紹介 
○河野 一憲1、清水 秀康1 （1. 西部石油株式会社　山口製油所　工務部　計電課　電気係） 

   11:30 〜    11:45   



 

回転機の状態監視システム導入とFFT解析ツールの活用 

（東亜石油㈱ 工事二課 機械係）  〇領家
りょうけ

 清人
き よ と

 

 

1. 緒言 

回転機の保全体系は状態監視・傾向管理技術

の進歩と共に状態基準保全（CBM）が主流にな

っている。実際の状態監視はオペレーターの巡

回点検に頼る部分が多い。しかし、人員の削減、

熟練オペレーターの退職による世代交代等によ

り、巡回点検による状態監視だけでは回転機の

維持管理は難しく又、保全担当者による状況判

断においても定量的な傾向管理が出来ていない

為、程度の予測から、対策の計画実行が遅れ重

故障トラブルが増加している。 

近年、無線を使用した防爆センサーが数社か

ら製品化されており、FFT解析機能まで付加さ

れている。 

今回は無線センサーの導入による回転機状態

監視システムについて報告する。 

 

２.状態監視システム概要 

回転機に設置したセンサーから、アクセスポ

イント経由で計器室の監視用PCへデータが送信

される。受信したデータにはO/A値、温度の他

にFFT解析に必要な波形データがあり、トレン

ドで傾向監視可能となる。 

また機器別に閾値設定も可能である。図１に

システムイメージ、図２に監視画面を示す。 

 
 

 

 

 

3.状態監視システム導入の成果 

五感による巡回点検と併用し、センサーによ

る状態監視（トレンド化）する事により、詳細

な傾向管理が可能になり、定量的な判断が出来

る様になった。 

予備機のない片持ち遠心ポンプで異常を早期

検知し、計画的に保全を実施した例を図3に示す。 

巡回点検では異常を検知しておらず、「いつ

もと変わらない」との認識であったが、FFT解

析による精密診断は、ミスアライメントと軸受

不具合の振動波形が認められた。 

生産計画で約１か月後に装置の稼働が下がり

ポンプを停止する事が可能であった為、運転課

と情報共有し、傾向監視を継続し約1か月後の生

産計画に合わせて機器を停止し、計画的に補修

する事が出来た。 

 

 
 

 

 

4.結言 

回転機状態監視システム導入による異常兆候

の早期検知とFFT解析による異常判別から程度

の予測等、判断と保全計画に有効である事が確

認出来た。 

今後はセンサーの導入数を増やし、また得ら

れたデータを蓄積する事で故障予測に活用して

いき、回転機の維持管理向上を目指す。 

図１：システムイメージ 

図3：振動トレンド 

図2：監視画面 
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往復動圧縮機の容量調整として電気式リバース 

フロー方式（eHydroCOM System)の導入について 

(富士石油(株)工務部設備課) 〇新谷
しんや

 修 司
しゅうじ

 

 

1. 緒言 

既設往復動圧縮機の省エネ（電力消費量削減）を目的と

し、電気式リバースフロー方式（eHydroCOM System)を

国内で初めて採用した。導入から現在までの問題点とその

対応を紹介する。 

 

2. 電気式リバースフロー方式概要 

1) 運転開始：2019 年 

2) ベンダー：ホルビガー 

3) システム概要(図-1～3 参照) 

 本来、圧縮行程となる“Ｃ→Ｃｒ”間、逆流行程と

してシリンダーに吸込まれたガスの一部を吸込み

ラインへ逆流させる 

 逆流行程中の任意のポジション“Ｃｒ”で、吸込み

弁を閉じ、圧縮を開始し（Ｃｒ→Ｄｒ）シリンダー

圧力が“Ｄ”に達すると吐出弁が開く 

 Ｃ→Ｃｒ間は余分な圧縮はせず、“Ｃｒ”から必要

量を圧縮することで省エネが可能となる 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 リバースフロー理論概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 システムレイアウト 

図-3 アクチュエータ概略図 

 

3. 問題点と対策 

1) アクチュエータのスピンドル摩耗(図-4 参照) 

 吸入弁スピンドル部に異常摩耗が発生した。アンローダ

とスピンドルが無潤滑の状態であり、かつスラッジが堆積

しており、これが研磨剤のような働きをして摩耗に至った。

対策としてアンローダ上部にスラッジ混入防止用のテフ

ロンカバーを追加、また、スピンドルの接地面に摩耗防止

用に潤滑材を塗布した。 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 摩耗対策 

2) アクチュエータの電子回路不良(図-5 参照) 

 部品交換後約 300 時間で位置信号ジャンプエラーを発

生。調査の結果、半田接合部の接触不良がこの信号エラー

を引き起こす可能性があることが分かった。対策としてプ

リント基板の設計変更を行い、ソフトシリコン層の追加及

び半田方法を変更した。 

図-5 電子回路改造 

3) ゼロ点調整後に位置信号エラー(図-6 参照) 

 本装置はスピンドルの位置を常に計測しコイルの励磁

力を調整して位置制御している。アクチュエータの脱着後

のゼロ点調整したのち位置信号エラーが発生した。原因は

内圧がないことでスピンドル押上げ力が低下し、コイルの

励磁力とのバランスが崩れ、スピンドルの位置信号にハン

チングが発生した。対策としてチューニングを行い、位置

信号制御感度を鈍くさせた。 

 

 

 

 

 

図-6 位置制御 

４．今後の目標 

本装置の導入により省エネ効果は得られている。本稿に

記した対策の効果を確認するとともに、メーカー協力のも

と、より安定した連続運転を目指していきたい。 

以上 

 

 

ソフトシリコン層 

テフロンカバーを追加 

潤滑材を塗布 

隙間から 
スラッジ混入 

スラッジが間に
堆積し、研磨剤の
ようになり摩耗 

スピンドル 

アンローダカバー 

スピンドル 

アンカープレート 

ポジションセンサ 

アンローダ 

アクチュエータ 

詳細は図３ 

 
1.コイルが励磁し下がる   2.強く押さえつける      3.力を抜きすぎる 

コイル 

コイル 

下がり過ぎ
コイル 

上がり過ぎ 
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大容量ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄電池ｼｽﾃﾑ・高圧瞬停補償装置のご紹介 

   （東芝三菱電機産業システム株式会社 産業第一システム事業部 

    産業システムソリューション技術部 技術第五課） 佐川
さ が わ

 輝
てる

政
まさ

 

 

１．緒言 

 国連にて採択された持続可能な開発目標

（SDGs）は、近年、ビジネスを行う上で重要な

指標となっています。この理念は、弊社が掲げ

る『グローバル社会の持続的な発展への貢献』

とも符合しています。 

 弊社は、カーボンニュートラルな社会実現の

ため、エネルギーをより効率的に利用できる蓄

電池応用製品として、MPC(Multiple Power 

Compensator) 、 UPS 、 お よ び TMBCS(TMEIC 

Battery Control System)等を製造・販売して

います。今回は、再生可能エネルギーの導入拡

大に向けた電力需給の「調整力」として活用が

期待されている大容量リチウムイオン蓄電池

システムを御紹介します。 

２．製品概要 

 自然エネルギー由来の電力は、発電出力が不

安定になるという弱点がありますが、蓄電池と

組み合わせることにより解決できます。弊社で

は、大容量のリチウムイオン蓄電池システムを

製品化しており、TMBCS と呼んでいます。 

 TMBCS は、システムの基本機器である、PCS、

蓄電池、蓄電池制御装置と、それらの機器を組

み込んだコンテナ（20フィート）で構成されて

います。 

 また、TMBCS は、次の特長を持っています。 

①大電力・大容量・高効率システム 

・業界最高レベルの PCS 変換効率 98.5%（充放

電平均） 

・蓄電池容量 50kWh～並列システムにて 200MWh

の大電力の充放電サポート 

 ②マルチ電池コントロール 

・異なる電池メーカのリチウムイオン電池を

接続可能 

③大容量蓄電池最適制御 

・蓄電池特性の違いによる充電率のアンバラ

ンス補正や出力補正機能搭載 

・全体が機能停止することなく、安全に動作さ

せるフォールトトレラン設計 

④コンテナパッケージでの提供 

・PCS、蓄電池、蓄電池制御装置を、コンテナ

パッケージで提供可能 

３．製品適用事例 

代表的な適用例として以下を想定しています。 

①ピークカット/ピークシフト 

・契約電力料金、電力従量料金の削減 

②太陽光発電（PV)等との併用 

・発電電力の自家消費、災害/停電対策 

③発電所出力抑制 

・発電出力変動抑制/発電出力制御 

また、PCS 統合制御システム MSC(Main Site 

Controller)により、TMBCS を太陽光発電設備

等と連携させ、電源系統の効率的な運用や災害

/停電対策に活用できます。 

４．結び 

 本製品は、再生可能エネルギー発電所におい

て、出力安定化に必須となるだけでなく、電力

需給における「調整力」として、カーボンニュ

ートラルな社会実現に貢献します。また、MPC

や UPS 等と組み合わせることにより、複合的な

価値を提供していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
カーボンニュートラルに対応する TMEIC 製品群TMBCS 用途 

TMBCS 外観 MPC 外観
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受電設備更新工事の紹介

（⻄部⽯油株式会社 工務部計電課電気係） ○河野
か わ の

一憲
かずのり

清水
し み ず

秀
ひで

康
やす

１．はじめに

当社の受電設備は、1975年の第Ⅲ期建設工事にて従

来の44kVから110kV 受電へと更新後、約40年が経

過していた。そのため高経年化対策として⻑期更新計

画を策定し、製油所の運転を継続しながら更新準備/施

工をすすめ、2020 年定期整備工事（SDM）の限られ

た期間内で受電設備系統の更新/切替工事を無事完遂

した。その内容について紹介する。

２．設備概要

当社の受電設備系統は、110kV特別高圧開閉所（電

力会社との接続遮断器や取引用計器/変成器、避雷器、

断路器など）、受電変圧器（110/11kV変圧器：35MVA

×2 台）、および それらを接続する構内電路(×2 条)

の組合せによる２回線受電で構成される（図１）。

図１ 受電設備配置図

①受電電圧：3φ3W 110kV 60Hz

②受電形態：2回線受電(常⽤−予備)

③受電設備（110kV特別高圧開閉所）

・既設 ：屋内開放形開閉器（キュービクル形）

・更新後：ガス絶縁開閉装置（GISユニット）

④変電設備（屋外油入変圧器）

：110/11kV受電変圧器（35MVA×2台）

⑤構内電路（地中埋設 約1.5km×2回線）

・既設 ：OFケーブル （OFZE250sq）

・更新後：CVTケーブル（CVTSS250sq)

３．更新工事の概要

３．１ 受電設備

既存設備は充電部が露出構造（気中絶縁）であるた

め、日常点検時の安全確保やSDMでの清掃や絶縁測

定には細心の注意が必要であった。更新後は安全面や

信頼性および保守性等の観点から GIS ユニットを採

用した。

３．２ 変電設備

既存変圧器の絶縁油は、低濃度の PCB を含有して

いたため、課電自然循環洗浄処理や加熱強制循環洗浄

処理を検討したが、コスト面で優れる PCB 処理施設

での焼却処理を採用した。

３．３ 構内電路

全国的にＯＦケーブルを扱う技術者が激減してい

る中で、不具合発生時の処置対応が困難な状況にある。

そのため、新規ケーブルは保守性、信頼性に優れる

ＣＶTケーブルを採用した。新設ケーブル管路は基本

的に既設ルートと並行して構内の主要道路下に埋設

した。既設の埋設配管やトレンチ、配線ピットなどが

交錯する箇所は、開削工事が困難であることから泥水

式推進工法を採用した。

３．４ 更新工事工程

更新工事は⻑期となるため、2020 年 9 月のプラン

ト停止時(SDM)での更新切替えを目指し2018 年４月

から着手した。新設変圧器の設置スペースを確保する

ために、事前にヤード内の機器の再配列、隣接建物の

改造などを行い、当該工事によるプラント稼働（停止

期間）への影響を最小限に抑えることができた。

また、電力会社側のケーブル更新工事（電力会社送

電鉄塔から当社までの約1.3km区間）と施工時期をあ

わせることで作業効率や信頼性を高め、施工費用の削

減を図った。

３．５ 切替工事期間の電力確保

新設受電設備系統への切替工事期間中も、構内の保

安電力および出荷設備用の電力を賄う必要があった。

そのため、市中の電力系統から仮設電力を別途引き込

み、別系統の所内3kV発電設備とあわせて、必要な所

内電力を確保した。

４．終わりに

今回の受電設備更新工事は操業以来の大規模工事

であったが、工期（短時間での更新切替え）や更新ス

ペースなど、種々の制約の中で安全・工事品質を確保

しながら無事に完遂することができた。

設計から施工に至るまでの協力会社、電力会社、関

係者皆様のご協力に感謝するとともに、今後の安全・

安定操業の継続を目指し、設備管理に取り組んでいき

たい。

受電設備

(特高開閉所)

構内電路

(1.5km)

変電設備

(受電変圧器)
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設備保全

設備保全(4)
座長:比佐 大(富士石油(株))
2021年11月11日(木) 13:00 〜 14:00  D会場 (函館アリーナ 武道館C)
 

 
構造物パノラマ点検システム「 Tag Base 360」による桟橋点検 
○石田 剛1、成田 真朗1、市川 晴信1 （1. 株式会社アプリコアMSIS） 

   13:00 〜    13:15   

CUI検査に関するスクリーニング方法の探究 
○岡本 憲明1 （1. コスモ石油株式会社　四日市製油所　設備検査課） 

   13:15 〜    13:30   

常圧蒸留装置の塔頂系配管における材質検討 
○安藤 貴紘1 （1. 富士石油株式会社　袖ケ浦製油所　工務部　工務技術課） 

   13:30 〜    13:45   

産業用ボイラの熱疲労事例と信頼性向上のための取り組み 
○田中 順也1 （1. 出光興産㈱生産技術センターエンジニアリング室） 

   13:45 〜    14:00   



構造物パノラマ点検システム「Tag Base 360」による桟橋点検 

株式会社アプリコアMSIS
エムシス
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 真
まさ

朗
あき
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信
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１．はじめに 

桟橋などの海洋構造物の定期点検では、通常、目

視点検を行い損傷部位の撮影及びその状況を記録す

る。このような点検における課題として、潮位や船

の着桟による時間制限や損傷の見落とし、暗所作業

など安全性の課題、技術者による損傷判断のばらつ

き等が挙げられる。 

弊社では、これらの問題を解決するため、パノラ

マカメラを用いた新しい桟橋点検手法を開発した。

本点検手法は、事前に作成した撮影計画に基づき、

パノラマ写真を撮影し、撮影写真を登録した点検シ

ステムを使って机上で点検作業を行う。従来の目視

点検作業をこの点検手法に置き換えることで、現場

作業時間の短縮、安全性確保、全周囲写真という明

確なエビデンスによる点検品質の向上を実現するこ

とができた。撮影方法は、船上撮影だけではなく、

L 字ロッドなど専用の撮影治具を用いることによ

り、撮影範囲の制限は発生するが、桟橋上からの撮

影も可能である。 

 

２．パノラマカメラ及び撮影作業 

使用するパノラマカメラは、現場の環境に合わ

せ、3 台のカメラより選択する。各カメラは、自

社構築もしくは市販カメラを現場用にカスタマイ

ズしている。また、全て Wi-Fi 接続によるリモー

トシャッターで LED 照明を装備しており、暗所・

狭隘部にも対応している。なお、撮影作業は、準

備も含め 2～3 名程度の小人数で対応可能である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-2 高解像度カメラ(全周 1億 2000万画素)による撮影 

 
 
 
 
 

写真-3 桟橋上から支承部及び桟橋裏面の撮影 

３．Tag Base 360システム処理フロー 

本システムは、図面、撮影写真、点検情報を一元

的に管理できるシステムである、点検情報 DB は、

様々な構造物に対応するためユーザー側で自由に設

計できる。入力された損傷データは、任意の条件で

データ抽出が可能であるため、損傷状況の分析が容

易となり修繕計画立案の素材としても活用できる。

また、本システムは、パノラマ写真だけではなく、

通常のデジタル写真も同じように管理できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．おわりに 

本システムは、点検作業だけではなく、維持管理

業務を含めた業務全体の効率化・改善に寄与し、港

湾 DX の推進、実現の一翼を担う役割を果たせると

考える。また、今後、システムの拡張を図り、AI に

よる画像解析機能を導入する予定である。 

現場撮影 パノラマ写真のシステム登録
（デジカメ写真も登録可能）

損傷情報の
データベース設定

図面の取り込み
撮影位置の設定

損傷情報の入力
（写真上に空間タグの配置、損傷情報入力）

損傷一覧出力、検索
損傷情報の分析

報告書出力（任意書式）

添付ファイルも可能

図-1 システムフロー 

写真-1 桟橋上における撮影作業 

カメラ操作用タブレット 
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CUI 検査に関するスクリーニング方法の探究 

コスモ石油(株) 四日市製油所 設備検査課 岡本
おかもと

憲
のり

明
あき

1. はじめに 
当初では 2008 年以降、保温材下の外面腐

食(CUI : Corrosion Under Insulation)起因
による不具合が多発してきたことから、
2012 年より運転と保全が連携し同類不具
合撲滅を目指す活動として CUI プロジェ
クトを発足した。 

これまでの CUI 評価フローは、外観目視
によるスクリーニング検査(１次検査)で保
温の劣化が認められた箇所に対して、優先
順位付けを行った後、保温解体後の目視や
RT などの詳細点検(2 次検査)を実施してき
た。しかし近年、外観上は保温状態が良好で
あり優先順位を下げていた箇所での CUI 不
具合が発生している。 

そこで、外観から目視では分からない保
温内部の状況を確認するスクリーニング手
法として、中性子水分計および Lyft(パルス
渦流探傷装置)を用いた検査の取り組み内
容と、検査結果の評価により得られた知見
について紹介する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

2. 実験 
検査箇所は外観上の保温状態が良好であ

るが、水分滞留部となる可能性がある垂直
配管のエルボ近傍の水平部や、垂直配管フ
ランジ上部などの構造不連続部を選定した。
(Fg.1 参照) 

検査方法は保温含有水分量の測定を行い、
判定値以上の水分含有を認めた箇所に対し
て Lyft による配管減肉評価および保温解体
後に目視検査を実施した。 
 
3. 実験結果および考察 

約 530 箇所に対して中性子水分計による
検査を行った結果、11 箇所に判定値以上の
水分含有を認め、その内 8 箇所に外面腐食
の進行を認めた。 

結果を分析すると、水分の含有を認めた
箇所には、上部の構造物などから保温に雨
水が集中滴下するなどの特徴がある事が分
かった。また Lyft と目視検査による外面腐
食結果を比較したところ、Lyft の方が減肉
量を小さく検出される結果となり、Lyft で
減肉を認めた際には詳細検査を行うべきと
考える。 

最後に本取組では、外観上は保温状態が
良好箇所において、8 箇所の減肉箇所を抽
出した結果より、従来の評価フローに当ス
クリーニング方法の知見を組み込む事で、
スクリーニング検査や詳細検査の優先順位
付け方法の更なる改善に活用でき、設備の
信頼性向上に寄与すると考える。 Fg.1 検査対象箇所図 
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常圧蒸留装置の塔頂系配管における材質検討

（富士石油(株)工務部工務技術課）○安藤
あんどう

貴
たか

紘
ひろ

1．はじめに

常圧蒸留装置（以下、トッパーと記す）のメイン

タワー塔頂から抜出される蒸留ガスには、原油中の

水分、塩化物および硫化物の他、精製過程で生成す

る塩化水素や硫化水素などの腐食性物質が含まれて

いる。このため、メインタワー塔頂系においては、

蒸留ガスの凝縮が始まる配管や熱交換器などの設備

で強い酸性腐食環境となり、激しい腐食が発生する。

当社のトッパーは、塔頂シェルの防食を目的として、

ホットリフラックス方式を採用しており、ホットド

ラムのベーパーを空冷式熱交換器（以下、AFC と略

す）へ送気する配管（以下、30B 配管と記す）で凝縮

が起こるため、同配管が著しい腐食環境となる。図

1に当社トッパーの概略フローを示す。

本稿では、30B 配管の更新工事に合わせて、材料対

応による長寿命化を検討した事例について紹介する。

２．配管の腐食状況

30B 配管は炭素鋼（STPY400）を採用していた。同

配管内の腐食環境における炭素鋼の耐食性は高くな

いため、インヒビター（中和剤および皮膜剤）の注

入に加えて、近年は金属溶射による防食対策を実施

していた。しかし、開放検査時に溶射皮膜の剥離、

および配管底部における深い孔食状の減肉を認めた

ことから、金属溶射では期待する防食効果が得られ

なかった（図 2、図 3を参照）。このため、材質変更

以外による防食対策は困難と判断した。

３．材質検討

トッパー塔頂系に存在する腐食物質は、塩酸、硫

酸、アンモニウム塩および有機酸などである。これ

らの強酸性物質下で耐食性を有する材料として、ス

テンレス鋼（SUS316L）、チタン、NW0276(ハステロイ

C276)の3鋼種を選定し、比較評価した結果を表1に、

各鋼種の評価結果概要を以下にそれぞれ示す。

なお、各鋼種の予想腐食速度については、使用環

境におけるプロセスデータより、米国 OLI 社の腐食

現象理論的予想シミュレータを用いて評価した。

(1) SUS316L：低コストではあるがプロセス流体に

塩素が存在しているため、塩化物応力腐食割れ

が懸念される。腐食速度としては、炭素鋼と比

較して、1/40 倍に下がると推定される。

(2) チタン：プロセス流体中に塩酸、硫酸などの非

酸化性酸が存在するため腐食しやすく、腐食に

よって水素が発生する。その水素がチタン内部

に拡散して水素化物を生成することで、水素脆

化の発生が懸念される。さらに、材料費が高く、

施工が難しいため、コスト高となる。

(3) NW0276：チタンに次ぐ高コストではあるが、脆

化や応力腐食割れなどの劣化・損傷の懸念がな

い。さらに、炭素鋼と比較して、腐食速度は

1/1250 倍に下がると推定される。

４．対応およびまとめ

この検討結果を踏まえ、2021 年の定期修理工事に

て、費用対効果に最も優れる NW0276 のクラッド鋼で

30B 配管を更新した。今後は 4年後の 2025 年定期修

理工事にて 30B 配管のマンホールを開放し、耐食性

能を検証する。期待どおりの耐食性能が確認できれ

ば、今回の実績を踏まえて、トッパー塔頂系の他部

位でも使用環境を考慮したうえで、採用を検討した

い。

図 1：ホットリフラックス方式による塔頂系概略フロー

表 1：各種材料の評価表

材質 総合評価 耐食性 劣化/割れ 施工性 コスト

炭素鋼 △ ×
△

(水素誘起割れ)
◎ ◎

SUS316L × △
×

(塩化物応力腐食割れ)
◎ ○

チタン × ○
×

(水素脆化)
△ ×

NW0276
（ハステロイC276）

◎ ◎ ◎ ◎ △

図 2：溶射皮膜の剥離状況 図 3：剥離箇所の腐食状況
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産業用ボイラの熱疲労事例と信頼性向上のための取り組み 

（出光興産株式会社生産技術センターエンジニアリング室）田中
た な か

 順也
じゅんや

 

 

１． 緒言 

 石油精製や石油化学で使用されている産業用

ボイラは、事業所全体の装置稼働に係る重要設備

だが、近年、経年劣化に伴う熱疲労割れの問題が

顕在化しつつある。間接要因として、これらの装

置は発停回数の比較的少ない連続運転ボイラで

あることから、これまで熱疲労の観点からの検査

は優先度が低くなっていたことが挙げられた。 

 そこで、熱疲労割れトラブルの原因調査で得ら

れた知見から、ボイラ各部の熱疲労に対する検査

管理方針を策定したので報告する。 

２． 事例概要 

２．１ 管台と管寄せ溶接部の不具合事例 

廃熱回収ボイラの火炉において、炭素鋼製の側

壁蒸発器管の管台と管寄せの溶接部に割れが認

められた(図１)。 

 割れ箇所の破面観察結果、疲労破面が確認され

た。また、FEM を用いた応力解析により、当該溶

接部には、装置構造に起因して熱伸び拘束による

過大な熱応力が作用することが明らかとなった。 

 

図 1 管台溶接部の割れ 

 

２．２ タイプレート溶接部の熱疲労割れ 

 ボイラの 3 次過熱器管(3SH)に設置されてい

る、過熱器管同士を接続しているタイプレートの

溶接部において、割れが認められた(図 2)。 

当該事例も破面観察結果より疲労破面が観察

され、FEM による応力解析を実施した結果、チュ 

 ーブとタイプレートの熱伸び差により熱疲労割

れに至る高応力が発生することがわかった。 

 

図 2 3SH のタイプレート溶接部割れ箇所概略図 

 

３．熱疲労割れに対する検査方針の策定 

これらの事例から、比較的発停回数の少ない連

続運転ボイラにおいても、高い熱応力が発生する

部位では経年的に疲労割れが問題になることが

わかった。そこで、同様の熱疲労割れを抜けなく

検査管理することを目的に次の取組みを行った。

まず、事例部位と類似したボイラ各部の熱疲労の

可能性部位を図面や現物確認及び業界の損傷事

例から網羅的に抽出した。そして、各部の想定損

傷シナリオを検討し、リスク評価の観点から発生

緩和策（検査周期、検査方法、具体的検査箇所）

を検討することで、部位ごとの検査方針を策定し

た。また、具体的な損傷箇所を例示集として集約

し、対象の抜け防止を図った。さらに、ボイラの

構造図面を基に、3D モデルを作成することで、よ

り具体的に対象部位を確認できるようにした。 

４．まとめ 

昨今の産業用ボイラの熱疲労割れ事例と教訓

をもとに、ボイラの部位ごとの検査管理方針を策

定した。今後は、本方針を社内全ボイラに適用し

て、装置毎に検査計画を確認していくことで、ボ

イラ設備の信頼性向上につなげていきたい。 
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設備保全

設備保全(5)
座長:城戸 康宏(ENEOS(株))
2021年11月11日(木) 14:15 〜 15:00  D会場 (函館アリーナ 武道館C)
 

 
製油所における事故事例情報の活用について 
○大田 能孝1 （1. コスモ石油株式会社） 

   14:15 〜    14:30   

腐食加速試験による防食システムの開発 
○小倉 剛1、釜賀 輝1、浅見 廣樹2、松尾 優子2、中川 拓己2 （1. 出光興産（株）、2. 苫小牧工業高等専

門学校） 

   14:30 〜    14:45   

特定屋外貯蔵タンクの浮き屋根（ポンツーン）損傷解析 
○石井 剛1 （1. 出光興産（株）　徳山事業所　工務課） 

   14:45 〜    15:00   



 

製油所における事故事例情報の活用について 
Effective utilization of incident information in oil refinery 

(コスモ石油（株） 千葉製油所) 大田
お お た

 能
よし

孝
たか

 

 

1. 背景 

コスモ石油㈱千葉製油所(以後、当所）における過

去10年の設備管理に起因する不具合件数は、装置の

経年劣化の影響もあり、2012年度にピークに達して

いた。その後、各種施策(大規模CUI検査、検査記録

の総点検、保全管理の仕組み強化)で不具合件数は大

幅に減少したが、2016年度以降は横ばいを推移して

きた(図1参照)。 

更なる不具合低減のためには新しい視点でのアプ

ローチが必要と判断し、第3者機関である保安力向上

センターによる安全文化評価に着目した。そこで課

題があると評価された内容について所内で議論を重

ねたところ「潜在的不具合(*)に気づく感性」を磨く

必要があるという結論に至った。その気づく感性を

磨くための施策の一つとして、他社の事故事例の活

用方法に関する新たな取り組みについて紹介する。 

 *表面化せずに未然に発見しづらい不具合のこと 

 

図 1. 当所設備管理起因の不具合件数 

 

2. 課題分析 

まず自社内部の不具合対策の取り組みを整理した

結果、自社向けの不具合分析、水平展開、風化防止

などの取り組みは充実していた一方で、他社の事故

事例は周知型で水平展開調査などの行動にまでは至

らず、活用する仕組みが不足していたことがわかっ

た(表 1 の赤枠内参照）。 

表 1. 不具合対策の取り組み 

 

 

3. 課題解決策 

2項で抽出した課題を解決するために、潜在的不具

合の気づきを促す重点施策として、他社の事故事例

を当所で活用するべく仕組みの見直しを行った。 

(1) 会議でスクリーニング 

保安管理部門は月に 1 回、不具合判定会議を開

催し、収集した事故事例について設備管理部門

と運転管理部門の助言を得て、情報共有や水平

展開の要否を判断する。 

(2) 事故事例の周知・対応 

保安管理部門は、情報共有が必要な案件を所内

に発信し、さらに各課で保安教育の一環として

勉強会を開催する。また、水平展開を実施する

担当部署は対応した結果を報告する。 

(3) 規則の改定 

所内規則に上記(1)(2)の内容を反映すること

で、手順と役務分担を明確化した。 

 

4. まとめ 

当所では不具合件数の減少を目的に、他社の事故

事例から得た教訓を最大限に活用させるための検討

を行った。現在開始したところで手探り状況ではあ

るが、徐々に浸透していることが実感される。所員

の潜在的不具合に気づく感性が磨かれ、1 件でも多

くの不具合減少に寄与するように今後も継続させて

いく。 
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腐食加速試験による防食システムの開発 

 

（出光興産株式会社*・苫小牧工業高等専門学校**） 
 

○小倉 剛*・釜賀 輝*・浅見 廣樹**・松尾 優子**・中川 拓己** 

 

１． 概要 

出光興産(株)北海道製油所(以下、当所)は

外洋に面しており高い湿度と気中塩分濃度に

より厳しい外面腐食環境にある。このため耐

食性の高い防食ｼｽﾃﾑの選定が必要だが、実機

での比較評価には多大な時間を要する。そこ

で苫小牧工業高等専門学校と産学官共同研究

により当所の環境を再現した腐食加速試験方

法を確立し、各種防食ｼｽﾃﾑを評価した結果を

報告する。 

 

２． 腐食加速試験方法の確立 

当所の高腐食環境を模擬し、簡易的かつ再

現性の高い腐食加速試験法として図 1に示す

サイクル条件を確立した。 

 

 

 

 

 

図 1.腐食加速試験ｻｲｸﾙ条件 

 

３． 腐食加速試験による結果 

(1)屋外暴露試験との比較 

  図 2 に同一試験片における屋外暴露試験と加

速試験の比較を示す。試験片は炭素鋼に下塗

りとして変性ｴﾎﾟｷｼ樹脂、中上塗りにｱｸﾘﾙｼﾘｺﾝ

樹脂を塗装した塗装鋼材にｸﾛｽｶｯﾄを入れたも

のを用いた。この結果、加速試験 3日後の状

況は屋外暴露試験 384 日後と同等以上の発錆

となった。 

 

1 種ｹﾚﾝ 2 種ｹﾚﾝ 3 種ｹﾚﾝ  1 種ｹﾚﾝ 2 種ｹﾚﾝ 3 種ｹﾚﾝ 

屋外暴露試験(384 日後)  腐食加速試験(3 日後) 

図 2.屋外暴露試験-腐食加速試験比較 

 (2)素地調整の差による比較 

図 3に素地調整の異なる同一塗料の加速試験

20 日後の状況を示す。この結果、腐食状況

は一般的な耐食性の順位通り 1種→2種→3

種ｹﾚﾝの順に悪化し、本試験で、耐食性の有

意差も示せることが分った。 

      

1 種ｹﾚﾝ       2 種ｹﾚﾝ       3 種ｹﾚﾝ 

         図 3.腐食加速試験 20 日後腐食状況 

(3)各種塗料の加速試験結果 

  上記の結果、本加速試験の有効性が示せたた

め各種塗料の試験を行った。図 4 に加速試験

20 日後の状況を示す。この結果、各種塗料の

優劣を見定めることができた。中でも D塗料

【EML SABI ｼｰﾙﾄﾞ Zn（ｲｰｴｽﾃｨｰｼﾞｬﾊﾟﾝ社製）】

は発錆が全く見られ無かった。 

       

A 塗料  B 塗料 1)  C 塗料 2)   D 塗料 3)    E 塗料 

1 種ｹﾚﾝ  1 種ｹﾚﾝ   1 種ｹﾚﾝ  1 種ｹﾚﾝ   1 種ｹﾚﾝ 

1)B 塗料：一般的な変性ｴﾎﾟｷｼ樹脂塗料 

2)C 塗料：一般的なｼﾞﾝｸ含有変性ｴﾎﾟｷｼ樹脂塗料 
3)D 塗料：EML SABI ｼｰﾙﾄﾞ Zn（ｲｰｴｽﾃｨｰｼﾞｬﾊﾟﾝ社製） 

 図 4.各種塗料腐食加速試験 20 日後腐食状況 

 

４．まとめ 

新たに確立した腐食加速試験により外面腐

食における防食ｼｽﾃﾑの優劣を短期間で評価する

ことができるようになった。現在、種々の条件を

変更し当所の外面腐食環境に最も適切な防食ｼｽ

ﾃﾑを評価中である。 

おぐら つよし かまがあきら あさみ ひろき なかがわ たくみ まつお ゆうこ 

3cycles(9hours)

WET 
0.5h 
70℃ 

塩水塗布 
0.5h 

5%,40μl/cm2 

DRY 
1h 
80℃ 

WET 
1h 
70℃ 

WET 
15h 
70℃ 

1D14 函館大会（第51回石油・石油化学討論会）

Copyright(C) The Japan Petroleum Institute 2021 All rights reserved.- 1D14 -



 
特定屋外貯蔵タンクの浮き屋根（ポンツーン）損傷解析 

（出光興産株式会社 徳山事業所 工務課*）○石
いし

井
い

 剛
つよし

* 

 

１． 緒言 

2003 年十勝沖地震の際に発生した浮き屋根式屋外

タンク貯蔵所の全面火災を受け、一定規模以上の浮き

屋根に対し耐震性や沈降防止の基準が強化されてい

る。一方、近年の状況として、浮き屋根の浮き室内部

に、長期使用に起因すると考えられる損傷事例、事故

が散見されており、問題となっている。本報告では、

開放検査中に浮き屋根（ポンツーン）に損傷（割れ）

を確認した為、FEM 応力解析や材料分析を実施した結

果、前回開放時の耐震性向上対策の溶接部の強化に加

え、本タンク特有な工事であった、デッキ部の溶接工

事に起因した損傷であることを解明した事例を紹介

する。 
 
２． タンク仕様と損傷部位 

２．１ タンク仕様 

・型式：FRT（シングルデッキ）*アルミ屋根付 

・浮屋根材質、設計板厚：SS41、4.5㎜ 

・完成年月：1962年 *使用年数=58年 

・前回開放検査：2012年 

 *浮き屋根構造強化、油種変更改造工事 
 

２．２ 損傷部位と状況 

 今回の損傷部位は浮き屋根（ポンツーン）の内リム

に認められ、磁粉探傷試験の結果、損傷（割れ）が確

認された。また、当該タンクは、前回開放検査時に油

種変更の改造工事を行っており、デッキ板の接液側に

シール溶接を行っている特有な保全経歴があった。 

 

 

 

 

 

図１．浮き屋根損傷部位、状況 

 

 

 

  

図２．デッキ板のシール溶接図 

 

 

３．FEM応力解析結果および材料分析結果 

３．１ FEM応力解析結果 

前回開放時に実施した、デッキ板の接液側のシール

溶接により、浮き室が中央へ引き込んだモデルを作成

し、応力解析を実施した。内リムと仕切板接合部で降

伏点相当の引張応力が発生している事が分かった。 

 

 

 

 

 

  

図３．FEM応力解析結果 

３．２ 材料分析結果 

損傷が認められた部位をサンプリングし、マクロ観

察結果、ビーチマークが見られ、ミクロ観察ではスト

ライエーション状の模様が観察された。いずれも、疲

労破面の特徴である事が分かった。 

 

 

 

 

図４．材料分析結果（マクロ、ミクロ観察） 

４．考察 

 FEM 応力解析結果と材料分析の結果より、前回開放

時（屋根板重ね全溶接部のシール溶接）の溶接入熱に

よる歪みが起点（疲労強度の低下）となり、供用中の

液面揺動による応力又は異常気象（地震等）による応

力が影響し、ポンツーンの内リムに損傷（割れ）が発

生したものと推定される。 
 

５．結言 

国内の屋外タンク貯蔵所は、新設数が少なく既存タ

ンクの維持管理が中心であり、全体的に老朽化が進ん

でいると言える。開放検査の度に溶接補修を繰り返し

行っている事もあり、疲労強度が低下しているタンク

も考えられる。浮き屋根に多大な熱応力を加える場合

は、応力緩和策等を十分に検討した対策が望ましい。 

 

損傷部位 損傷状況（割れ） 
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©公益社団法人 石油学会 

公益社団法人 石油学会 函館大会（第51回石油・石油化学討論会） 

設備保全

設備保全(6)
座長:長谷川 勝宣(出光興産(株))
2021年11月11日(木) 15:15 〜 16:00  D会場 (函館アリーナ 武道館C)
 

 
メンテナンス業界におけるフランジ締結技能向上の取組みについて 
○近藤 康治1 （1. レイズネクスト株式会社） 

   15:15 〜    15:30   

稼働中プラント架構増設工事における無溶接工法を用いた施工について 
○和田 学1、佐宗 大樹1、神山 連1、高橋 秀明2、野崎 哲夫2、菊田 聡2 （1. コスモエンジニアリング株

式会社、2. センクシア株式会社） 

   15:30 〜    15:45   

ガスケット新技術である FISHBONEガスケットについて 
中原 誉晃1、竹原 泰志2、○弓納持 俊夫3 （1. 太陽石油株式会社、2. 太陽テクノサービス株式会社、3.

アイデン株式会社） 

   15:45 〜    16:00   



1D16 メンテナンス業界におけるフランジ締結技能向上の取組みについて 

（レイズネクスト） 〇近藤
こんどう

 康
こう

治
じ

 

 

 

1. 緒言 

フランジ締結作業はプラントメンテナンスにおい

て非常に重要な作業であるが、その作業者の公的な

資格はない。作業者の技能レベルの低下が危惧され

る中、2018 年に HPI(日本高圧力技術協会)から「フ

ランジ締結作業トレーニング指針」（HPI TR Z 110）

が発行されて、フランジ締結教育を行う設備オーナ

が増えてきている。一昨年の石油学会山形大会にお

いて弊社のフランジ締結教育の取り組みを紹介した

ところ、他の元請けとの連携に関するコメントをい

ただき、メンテナンスの業界団体である日本メンテ

ナンス工業会（JAMSEC：以下、工業会）に「フラン

ジ締結検討WG」を設立し、業界としての対応を検

討してきた。昨年の同熊本大会では、弊社が行った

フランジ教育の状況を報告すると共に工業会のWG

活動を紹介した。工業会のWGでは、フランジ締結

作業者向けに「フランジ締結技能講習制度」を策定

し、今年度は「フランジ締結技能講習推進WG」と

して実施に向けた活動を行っている。本報では、工

業会のフランジ締結技能講習の概要及びWGの活動

を紹介する。 

2. 工業会のフランジ締結技能講習制度の概要 

打撃スパナでフランジからの漏えいを止める腕の

良い作業員（職人さん）は素晴らしい技能をお持ち

だと思うが、工業会の「フランジ締結技能講習」は

このような特別なスキルを磨け上げる教育ではなく、

フランジ締結作業者が最低限知っておいて欲しい知

識と技能の習得（ボトムアップ）を目的としている。

この技能講習はメンテナンス業界で作り上げた標準

化された教育プログラムであり、会員企業（傘下を

含む）がどこでも同じ教育を受講できることをコン

セプトに、そのポイントは以下の 4つである。 

①工業会の認定講師による技能講習 

②業界で共創した資料による基礎教育（座学） 

③B･S教材を用いた実技講習と技量確認 

④受講証とシールの発行及び受講者の管理 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 認定講師審査会の模擬技能講習状況 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 基礎講習資料 

フランジ締結技能講習は、基礎講習（約 20分）と

理解度テスト(10問)、B･S（ボルティング･シミュレ

ータ）を用いた実技講習（約 10 分）及び技量確認

（10分以内／人）で構成されている。教育は教える

先生によりその効果が左右されるので、本制度では

工業会が認定した講師に限定している。認定講師の

要件は、フランジ締結に関する十分な知識・技量及

び講師スキルを有し、所属する会員企業の推薦する

者で、工業会が行う審査会（図１参照）をパスした

者としている。認定後も工業会が行うスキルアップ

行事への参加、及び技能講習の実績が 5年後の認定

講師更新の条件となる。基礎教育資料（図２参照）

は、弊社の作業者向け社内教育資料をベースに工業

会WGでブラッシュアップしたものである。工業会

のホームページの会員サイトに pptx 版とナレーシ

ョンを吹き込んだ動画版を公開している。実技講習

で用いるB･SはBT Masterを用いているが、既に市

場にあるD-BOLVISとMSTSについても適用拡大を

計画している。受講証（有効期限 5年）、シールの発

行及びその受講者管理は認定講師の所属会社（技能

講習実施会社）が責任を持って行うが、受講者の個

人 ID、受講日及び認定講師 ID データについては工

業会事務局に送付し、事務局では受講者の個人 ID及

び認定講師の実績管理を行う。 

3. 「フランジ締結技能講習推進WG」活動 

WGにおいては、本技能講習を推進する為に、4つ

のテーマ（技能講習の準備、技能講習のフォロー、

認知度アップ及び制度の維持管理･ブラッシュアッ

プ）を持って活動を継続している。フランジ締結技

能講習は、昨年からの試行を経て本年 10 月から開

始の予定である。 

4. 結言 

フランジからの漏えい防止に対するメンテナンス

業界の取組みとして、「フランジ締結技能講習制度」

及びそれを支えるWG活動について紹介した。本制

度がメンテナンス業界の標準となり、現場における

フランジトラブル減少に貢献したい。 
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稼働中プラント架構増設工事における無溶接工法を用いた 

施工について 

（コスモエンジニアリング(株)*・センクシア(株)**） 

〇和田学
わだまなぶ

*・佐宗
さ そ う

大樹
だ い き

*・神山連
かみやまれん

*         

高橋
たかはし

秀明
ひであき

**・野崎
の ざ き

哲夫
て つ お

**・菊田
き く た

聡
さとし

**    

 

１．緒言 

 稼働中のプラントにおける鉄骨架構増設工事

において生火工事（溶接工事等）を制限されるこ

とが多い。また作業可の場合も可燃性ガス等の周

辺環境対策のため養生に手間と時間がかかる。 

 本報告は三菱ガス化学㈱新潟工場にて 2020 年

実施した設備増強における既設鉄骨架構増設（機

器増設及びフロア拡張等）に伴い、品質を満足さ

せた上で無溶接にて鉄骨架構増設工事を行うこ

との可能な設計・施工実績及び特性について報告

する。 

２．実施内容 

 ２．１ 設計 

 工法としてセンクシア無溶接耐震補強システ

ムのスマートアタッチ工法（以降『SA 工法』とす

る）を採用した。SA 工法は耐震補強工法として建

設技術審査証明を取得しているが、架構増設とし

ての実績は無いため今回新たに適用検討した。 

 従来補強工法と SA 工法の内容は下記の通り。 

 1) 従来補強工法 

 2) SA 工法(※全てに適用出来ず一部適用) 

 

 ２．２ 施工 

 従来補強工法に比べ SA 工法は既設鉄骨に対し

必要な現地加工がウェブ面の孔あけ及び鋳物当

たり面のバフ掛けのみであり、他は工場加工及び

現地での組立作業となるため圧倒的に現地作業

が少なくなる。SA工法の取付抜粋は下記の通り。 

 

 

           

 

①孔あけ・バフ掛け             ②SA金物(鋳物)取付 

 

 

           

 

③SAプレート取付             ④部材取付 

 実際の施工は、足場等をまとめて施工するため、

箇所毎の比較は割り返しになるが、2 箇所当たり

の実績比較は下記の通りとなった。 

・従来工法：足場・火気養生・客先立会(火気作業

前確認)・施工で 4 日間：12 工数 

・SA 工法：足場・施工で 2 日間：6 工数 

３．メリットデメリット 

 1)メリット：生火なし、短工期、熟練工不要 

 2)デメリット：接合可能条件が限定的(幅 124～

305mmH 鋼フランジ面側のみ)、既設干渉物を避

けると SA プレートが大型になる(重い)、SA プレ

ートが高価(当たり面の加工が精密なため) 

４．考察 

 形状制限等で適用が限定的となるが、今後溶接

熟練工が減っていくと考えられるため、トルク管

理で施工管理可能な SA 工法は品質・工程・要員

確保上優位であり、火気養生の簡易化も含め稼働

中プラント工事に適していると考えられる。 
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ガスケット新技術である FISHBONE ガスケットについて 

太陽石油株式会社*・太陽テクノサービス株式会社**・アイデン株式会社*** 
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1. 緒言 

フランジの熱変動とボルトの熱変動の時間差

により、ガスケットが圧縮されたあと復元するま

での間にガスケット締付面圧が低下し漏れが発

生する事例が報告されている。こうしたフランジ

への対応策として、温度変化によるフランジ挙動

に追随し高いシール状態を保持できる特殊な構

造をもつ『FISHBONE ガスケット』を紹介する。 

 

2. 構造とメカニズム 

FISHBONE ガスケットの断面構造を図１に示す。

FISHBONE ガスケットはその断面形状が魚の骨に

似ていることから名付けられている。 

 

 

図 1  FISHBONE ガスケットの構造 

 

ガスケットを圧縮すると金属の骨（ボーン）

と呼ばれる構造体が弾性復元エネルギーを貯め

こんだ状態となり強い反発力が生まれる。この

反発力がシール材をフランジ面に強く押し付け

ることにより熱変動によるガスケットの復元力

を高めシール性を保つことができる。 

CFET（Chevron Fugitive Emission Test）の

漏れ試験データによる他ガスケットとの比較グ

ラフを図2に示す。 

 

図 2 ガスケット CFET 試験データ比較 

 

3. 導入実績 

2014 年の発売以降、世界 24 カ国以上における

多くの業界（石油、化学、製紙、製鉄等）で、様々

な環境（高温、低温、高圧等）、様々な流体（蒸気、

石油製品、化学薬品、LNG 等）において使用され

ている。特に温度・圧力変化の大きい部位等での

漏洩リスクの低減、増し締め等の締付面圧保持作

業の削減、大口径フランジでの作業性の向上、

MTBF の大幅な延長など、非常に良好な結果が得

られている。 

また 2019 年 8 月より太陽石油株式会社四国事

業所においても 8基の熱交換器に実装し非常に良

好な結果を得ており、状況を図 3 実装機器一覧お

よび写真 1 に示す。 

 

 使用機器 既設ガスケット 数量 

2019 熱交換器 
V#8592V-EEZXX 

V#8592V-GGZXX 
1 基 

2020 
熱交換器 

配管フランジ 

V8592V-EEZXX 

V#8592V-GGZXX 

V#8596V 

5 基 

2021 
熱交換器 

配管フランジ 

V6540H 

V8596V 
2 基 

図 3 太陽石油実装機器一覧 

 

 
写真 1 

また 2022 年度の定期整備に合わせ 10 基の熱

交換器に実装予定である。なお太陽石油株式会社

四国事業所における使用状況等のご質問は下記

にてお受けいたします。 

 

太陽テクノサービス株式会社 

愛媛県今治市菊間町種 4070 番地の 2 

電話：0898-54-5820 

メール：ys_takehara@mail.taiyooil.co.jp 

担当：竹原泰志 
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